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はじめに

オフィスビルは、住宅と並ぶ代表
的なアセットタイプであり、日本経
済を支える企業や官公庁の活動の
基盤としての重要な役割を果たし
ている。オフィスビルは規模によっ
て、大規模ビルと中小規模ビルに
分けられる注1。賃貸オフィスビルの
ストックは、賃貸面積ベースでは両
者は半々であるものの、棟数ベース
では中小規模ビルが全体の 9割と
オフィスストックの大多数を占めて
いる。また、そのストックの特徴を
みてみると、中小規模ビルは、バブ
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ル期に大量供給されたビル群が圧
倒的に多く、バブル期以降の新規
供給は少ない。大規模ビルは、バ
ブル期以降に東京都心を中心に供
給が多い。そのため、オフィスストッ
ク全体の築古化が年々進んでいる
のが実状である。築年の古いビル
と新しいビルの差は、建物の外観
だけではなく、天井高や床荷重、
電気容量等の建物のスペックにも
現れてくる【図表1】。また、中小規
模ビルが多いエリア内で大規模開
発が行われることにより、人の流れ
が変わったり、街のアメニティが更
新されたりすることによって、オフィ

スエリア自体に変化が生じる場合も
ある。一方、需要面では、働き方
改革や価値観の多様化などにより、
企業のオフィス戦略やオフィスに求
める要素についても変化してきてお
り、賃貸ビル経営を取り巻く環境は、
ますます多様化し、複雑なものと
なってきている。

ザイマックス不動産総合研究所
（以下、「ザイマックス総研」）では、
早稲田大学建築学科小松幸夫研究
室と共同で、2015年より中小規模ビ
ルを保有し賃貸ビル事業を行うビル
オーナーにアンケート調査を継続的
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2020.01.10 付「オフィスピラミッド 2020」
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に行い、その結果を弊社HPで発表
している注2。2017年以降の調査では、
好調なオフィス市況を受けて、短期
的な見通しについて比較的楽観し
ているビルオーナーが多い一方、中
長期的には悲観的な考えが多くを占
めていることがわかった。今後、築
年のさらなる経過に伴い、修繕や改
修費が増加していくことに加え、市
況の変化に伴う賃料の下落や空室
の増加を不安に思うビルオーナー
は、何らかの対策を打つ必要は感
じているものの、運営上の問題を抱
えていたり、経済的な合理性を見い
だせなかったり、またどこから手を
付けてよいのかもわからなかったり
することから、各種対策の実施を躊
躇しているようである。加えて、ビ
ルオーナーへのヒアリングによる事
例調査も継続的に実施しており、早
稲田大学小松幸夫名誉教授監修の
もと、「中小規模ビルのベストプラク

ティス事例集」注3 を作成し、個々の
ビルの課題を克服するための優れ
た取り組み事例をベストプラクティ
スとして取り上げてHPで発表して
いる。

本稿では、アンケート調査やヒア
リング調査から明らかになった、ビ
ルオーナーを取り巻く状況や課題と
それに対応する取り組みについて紹
介していく。なお、本稿のベースと
なる調査は新型コロナが発生する
前のものであり、その影響を受けた
ものではないことに留意されたい。
新型コロナの賃貸ビル事業に対する
影響や実態に関しては、今後の調
査により明らかにしていきたい。

１．中小規模ビルオーナーの
不安と抱える課題

（「ビルオーナーの実態調査2019」より）

2019年6月～ 11月に、東京都と

全国政令指定都市の 21都市の賃貸
事務所業を中心とした売上が 1,000
万～ 30億円の企業11,282 社を対象
にアンケートを行った。有効回答は、
1,106社で、うち 26社にヒアリング
を実施し、結果をまとめ公表した。
なお、ビルオーナーの属性は、これ
までの調査（「中小規模ビルを考え
る①及び②」本誌vol.41及びvol.46
にて掲載）での傾向と大きな差異は
ないのでここでは割愛する。

（1）賃貸ビル事業の業況について
賃貸ビル事業における業況全般

について、「1年前から現在」と「今
後1年間」に分けてたずねた。収入
面においては、「ほとんど変化なし」
と答えた割合は 65%以上と過半数
を占めており、収入面では安定し
ている事業者が多い。一方で、「1
年前から現在」と「今後1年間」を比
較すると、収入が「増加傾向」と回
答した事業者の割合は減少してい
る【図表2】。支出においては、支出
全体を含むすべての項目で「今後1
年間」でさらに支出が増加すると答
えた割合が多く、特に修繕費にお
いては 6割を占めた【図表3】。前述
のとおり、中小規模ビルの築古化
は進んでおり、設備の劣化に対し
て更新や修繕に多くの支出が予想
されるため、資金調達に対する不
安が、ビルオーナーの悩みの種と
なっているようである。

【図表１】各仕様の平均値（規模別・年代別）

出所：「時代とともに変化するオフィス仕様」

注２
2019.12.17 付「ビルオーナーの実態調査 2019」https://soken.xymax.co.jp/2019/12/17/1912-building_owner_survey_2019/
注３
2020.04.07 付「中小規模ビルのベストプラクティス事例集②」https://soken.xymax.co.jp/2020/04/07/2004-midsize_office_best_practice_02/
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（2）今後の見通し
賃貸ビル事業における今後の見

通しをたずねたところ、短期的（今
後3年程度）には楽観派（「楽観して
いる」「やや楽観している」の合計）
の割合が 34%と、悲観派（「悲観し
ている」「やや悲観している」の合計）
の 20%を上回っている。一方、中
長期的（5 ～ 10年後）な見通しは、
悲観派（41%）が楽観派（15%）を上
回る結果となり、中長期的に賃貸ビ
ル事業を楽観視しているビルオー
ナーは少ない【図表4】。

さらに、今後の賃貸ビル事業に
ついて気になっていることをたずね
た。回答の頻出語を取り出したとこ
ろ、大きく「建物やビル経営」の関
心事と、「社会環境の変化」の関心
事に分けて整理できた【図表5】。各
四角形の大きさは、関心のあったビ
ルオーナーの数を表している。「建
物やビル経営」については、老朽
化・築古化とそれに伴う今後の建
替えや改修などの関心が非常に高
く、次に今後運営していくためのビ
ルの維持管理や、後継者がいない
など事業承継に関わる項目に関心
が集まっていた。築20年以上を超
えると設備の物理的な劣化に加え、
新築ビルと比較してデザイン、ス
ペックや仕様の陳腐化といった社
会的劣化がでてくる。これに対応
するため、大規模な改修や全館リ
ニューアル、あるいは築50 ～ 60年
経過したビルならば建て替えも念
頭に入れた運営が必要になる。ま
た、修繕費をはじめとした維持管
理のコスト増が経営を圧迫していく

ことや、高齢のビルオーナーの事業
承継問題などに対する不安も、複
数のオーナーから挙げられた。

また、ビルを取り巻く「社会環境
の変化」においても、今後のビル経

営に影響があると考え関心は高かっ
た。昨今続く再開発や駅前開発に
よる大規模ビルの供給、人口減少・
少子高齢化に伴うオフィスワーカー
の将来的な減少と需給バランス、テ

【図表 2】賃貸ビル事業の収入について

【図表 3】賃貸ビル事業の支出について

【図表４】今後の見通し（ｎ＝ 1,104）
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レワークの普及や健康志向の高まり
などによる働き方の変化や多世代・
多国籍などの価値観の多様化によ
るテナントニーズの変化、地震や異
常気象等による自然災害に対する意
識の高まり、またオフィスエリアの
ホテルや住宅の増加による人の流れ
の変化など、ビルを取り巻く環境の
変化が今後ビル経営にどのような影
響があるか、どう対策すればよいか、
ビルオーナーは不安と課題を感じて
いた。

２．オフィスビルの価値向上に
向けて

中小規模ビルが他のビルと差別化
を図り、競争力を保持し、ビルの価
値向上を目指してしていくためには、
現在のビルが置かれている状況を
把握し、今後の環境変化に対応さ
せるためのビルの課題を整理してい
くことが重要である。そして課題か
ら取り組む対象を絞り込み、実施へ
向けた施策を明確化することがポイ
ントとなる。その施策を以下のとお
り4 つに分類してみた【図表6】。第
一に「建物の価値向上」として耐震
強度が不足している場合の耐震補
強、漏水が懸念される外壁や屋上
の防水改修、陳腐化し今後賃料の
下落を不安に思うビルの全館または
一部のリニューアルなどの施策。第
二に、「オペレーション」の対策とし
て、人手不足解消のための清掃の
ロボットの導入や、大規模な修繕の
予算化などの業務・運営効率のた
めの施策。第三に、「テナントの満足
度向上」として、テナントニーズの
変化に伴うリフレッシュスペースの

新設やバリアフリー化、テナントと
の交流会などの施策。そして第四に、

「地域・環境」にむけて、当該ビル
の周辺地域の活性化や美観維持の
ための清掃活動などの施策である。

次に、上記４つの施策をオーナー
目線とテナント目線のそれぞれの立
場で考えてみる【図表7】。

オーナー目線での価値は、立地が

良い、建物の資産価値が高いといっ
た物理的な価値、効率的な運営で
適切な支出管理ができた運営、ビ
ルのブランド力といったポテンシャ
ルの高さなどが挙げられる。一方、
一日の大半をビルで過ごすテナント
にとっての価値は、安全、健康的で
快適なオフィス空間であること、駅
や飲食店、コンビニ、郵便局などの

【図表 6】ビルの価値向上のための施策（対象）

7

7

5

【図表５】今後のビル事業について思うこと



124 ARES不動産証券化ジャーナル Vol.55

施設が近隣にあるといった立地の良
さやビルの知名度の高さ、契約条件
としては、レイアウトの自由度が高
く、自社に見合った賃料であること
などが挙げられる。オフィスビルが
テナントに選ばれ、競争力を維持し
ていくためには、オーナー側の視点
だけではなく、いかにテナントの視
点に立って、ビルの価値向上を行っ
ていけるかにかかっている。例えば、
オフィス立地としては必ずしも良く
ないところで、過剰なスペックの設
備を導入したビルは、オーナーから
見た資産価値は高いかもしれない
が、テナントからすると設備が良い
分賃料が高くなり、選びづらいビル
になっていることもありうるだろう。
つまり、オーナーとテナントの両方
の目線を調和させたビルづくりが重
要である。次項では、両方の目線を
考慮し、課題に対して的確な施策を
講じたビルの事例を紹介する。

３．中小規模ビルの取り組み
事例の紹介

（1）テナント目線で利用者が 24
時間癒やされる快適な空間
づくり追及した事例

ビル概要
ビル名：ATS広小路ビル
所在地：名古屋市中区　

「栄」徒歩5分
延床面積：1,777㎡　
階数：地上7階/地下1階
竣工年：1979年　
周辺環境：百貨店や高級専門
店が軒を連ねる商業地域で、
名古屋市科学館などの文化施
設も複数点在している。またオ
フィスエリアとしても名古屋を
代表する成熟した地域である。

取り組み内容
ATS広小路ビルは、物件購

入時にはレンタルオフィスが
テナントとして入居していた
ものの、稼働率は低く、設備
や使い勝手が悪かった。収益
の改善と効率活用を目指した
改修を行い、ビルの価値向上
を実現した事例である。

①人間の基本となる「食べ
る・寝る・楽しむ」が充実した
24時間利用可能な（暮らせる・
働ける）癒やされる空間をつく
ること、②ビルの利用者（入居
テナントや店舗のお客様）がビ
ル全体を評価し満足すること、
③周辺地域に溶け込みその地
域でのポテンシャルを高める
ことの 3点を目指し、こだわり
を持って徹底的に作りこみを
行っている。

取り組み内容としては、外
観から内部の設備に至るまで
細かく検討し、全館リニュー
アルを実施した。ビルの印象
を左右する 1階から 3階部分
の外観は、ガラスやシルバー
の外壁が目立つ周辺のオフィ
スビルとの差別化を図るため、

「3階建てのマンハッタン」をイ
メージし、レンガと艶消しの
黒を基調に作りこむことで温
かみを演出した。屋上・空調
設備・電気設備・給排水管・
内装は改修し、躯体と非常用
発電機以外は一新した。また、
長時間就業者が過ごす空間に
は天井から床までのガラスの
窓を設置し、隣地（朝日神社）
の緑を取り込んだ温かみのあ
るデザインとした。エレベー
ターホールには絵画等を飾り、
アートの要素を取り入れたクリ
エイティブな空間を演出した。
1 ～ 3階には、テナントの利便
性を高めるためのコンビニ、イ
タリアンレストラン、デザイン
性の高い美容サロンを誘致し

【図表 7】ビルの価値向上のための施策（目線）
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た。4階以上は貸し会議室と
レンタルオフィスとし、中小の
企業では導入しづらい大容量
のサーバーを配置し、さらに、
会議室や打ち合わせスペース、
プリンターなどの設備を整え、
スタートアップ企業も投資なし
で開業できる環境を用意して
いる。一方、ビルの利用を 24
時間可能にするには、セキュ
リティや利用者への緊急対応
が必要になってくる。当ビル
では、システムを最大限活用
することでオーナーひとりで
効率的な運用を行える体制を
整えている。ビル全体に設置
された監視カメラによって常
にビルの内部を把握し、平時
のオフィスの受付は運営会社

（KCC）の受付スタッフが遠隔
で対応する。トラブル発生時
も、ビル内の監視カメラで状
況を確認し、即座に対処でき
るように工夫している。

緑の見える開放的な空間

各階 EV ホールにはオーナーの絵画

取り組みの効果や反響
ビルの全館リニューアルに

かかった費用は約3億円。取
り組み後の効果としては、リ
ニューアル前と比較すると 10
倍を超える大幅な増収となり、
ビルの収支が改善した。また、
テナントからは、24時間利用
可能であること、アートや緑
が見える環境で落ち着く癒や
しの空間が実現し、満足して
いるとの声が多く届いている。
さらに、大容量のサーバー完
備・貸会議室やプリンターな
どの完備が入居の決め手と
なったテナントも複数いる。

（2） テナントニーズの先取りと
メ ン テ ナ ン ス の 効 率 化 を
追 求 し、 設備や運営を工夫
した事例

ビル概要
ビル名：神楽坂升本ビル
所在地：東京都新宿区　

「神楽坂」徒歩1分
延床面積：2,634㎡　
階数：地上5階/地下1階
竣工年：1985年　

周辺環境：神楽坂は大正時代
に栄えた街で、今でも大通りか
ら一歩入ると大正ロマンの風
情が残る路地があり、飲食店
などの商業店舗と住宅が混在
する落ち着いた街として人気
が高い。

取り組み内容
神楽坂升本ビルの現オー

ナーは、設備や資材に関する
知識が豊富であり、さらにア
メリカ留学した際に、建物の
健全な維持と長寿命化にはメ
ンテナンスが重要であることを
学んだ。先代オーナーが当ビ
ルを新築する際に、現オーナー
も設計段階から深く関わり、
経年によるビルの劣化をなる
べく抑え、ビルの品質を維持
できるよう、様々な工夫を凝ら
した。

具体的な内容としては、ま
ず新築時の建築材料の工夫で
ある。雨や風にさらされる屋
外の鉄製の建材は、錆や腐食
を防止するための塗装で保護
するのが一般的である。しか
しながら塗装は、一定期間を
過ぎると劣化し、剥がれてし
まうため、定期的に再塗装す
るなどのメンテナンスが必要と
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なる。当ビルでは、錆や腐食
の対策として、建材に錆や腐
食の生じにくいアルミやステ
ンレス材を採用した。36年前
の新築当時は鉄製が一般的で
あったが、錆の出やすい丸環
や屋上塔屋のタラップ、傷が
つきやすい扉などの材質はス
テンレスとし、強度を必要とし
ない屋上の柵などはアルミを
用いた。また、屋内外の給水
管は、通常のライニング鋼管
でなくステンレス鋼管とした。

賃貸部分の内装壁はクロス
を使用せず塗装とした。クロ
スで仕上げると、原状回復の
度に剥がした下地部分が荒れ
て、張替後の仕上がりが悪く
なるのに加え、同じ柄のクロス
が手に入らない場合は、全面
張替が必要になる。塗装であ
れば、塗り重ねが可能で、色
合わせや部分塗装も簡単にで
きる。

次に、テナントニーズの追
求として、使われ方の変化を
見据えたスペックを採用した。
海外のビルを見てきた経験か
ら、テナントのオフィスの使
い方が今後大きく変化すると
現オーナーは予想した。設計
当時はインターネットがなく、
個々人でコンピューターを使
用することはなかった。しかし、
将来的にパソコンが普及する
と考え、電気容量を多めに設
定し、予備系統（分電盤）も準
備した。また、テナントにフロ
ア貸しすることを想定してい

たものの、景気の変動や誘致
するテナントの業種が変化し、
フロアを分割する需要が出て
きても対応が可能なように、電
気系統を分けた。空調は使い
勝手を考え、個別空調とした。
当時はマルチ型の個別空調が
なかったため、1対1（室内機：
室外機）の個別空調を導入し
た。水回りでは、1980年に洋
便器の出荷率が 20%以上和便
器を上回ったトレンドから、ト
イレは全数洋便器とした。さ
らに建物の耐震基準が新旧の
狭間であったので、当然に新
耐震基準を採用した。

また、建築後も現在に至る
まで、テナントクレームや突発
的な不具合の発生を防ぐため、
計画的・定期的なメンテナン
スを心掛け、建物の性能を維
持している。

ステンレス製塔屋タラップ

エントランス内扉

取り組みの効果や反響
メンテナンス性を重視した設

計変更により、変更部分の建
築費は、設計当初の見積もりの
3割増しとなったものの、長期
的にはビル経営において修繕
の手間が省け、管理コストが削
減できている。また 計画修繕
の周期を長くとることができ、
テナント市況が厳しい時期にも
支障なく修繕の時期を調整す
ることができた。建築材料を工
夫したことで、錆が発生しにく
いため美観が維持されている
ことに加え、築35年でも赤水
や漏水のトラブルは全くない。
将来に備えて配置した設備や
スペックの余裕から、誘致する
テナントターゲットの変化にも
柔軟に対応できている。テナン
トの満足度も高く、長期間入居
につながっている。

おわりに

ザイマックス総研では、オフィス
ストックの大部分を占める中小規模
ビルオーナーの実態を明らかにした
いという目的から 2015年より「ビル
オーナーの実態調査」を継続的に実
施しており、全国の賃貸ビル事業
の業況や今後の見通しや社会情勢
の変化への意識について調査して
いる。修繕費や固定資産税など支
出増加の要素をかかえ、中長期の
見通しは不安で、特に 2019年の調
査では、人口減少、自然災害や周
辺地域に対する関心の高さや不安
が前回までの調査（2015 ～ 2018年）
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と大きく変化したことを実感した。
一方で、賃貸ビルを取り巻く環境
変化を敏感にとらえ、いかに良好な
賃貸ビル経営を持続できるか努力
し、様々な取組みや工夫を行って
いるビルオーナーがいることも事実
である。賃貸ビルの価値を最大化
するためには、収益と資産価値の
最大化を図ることが重要であり、そ
のためにはビルの価値向上にむけ
て、建物・テナント・オペレーショ
ン・地域環境の 4 つの対象への施
策にオーナー目線とテナント目線を
調和させ取り組むことが重要であ
る。本稿で紹介した 2 つの事例は、

現状の課題、将来の課題に対して、
建物の改修等のハード面とテナント
の満足度アップや運用の効率化に
むけたソフト面ともに取り組んだも
ので、他の中小規模ビルオーナーに
とってヒントとなるベストプラクティ
スである。

本稿の内容は、新型コロナ発生
前の内容となっているが、現下では、
その影響が実体経済のみならず不
動産マーケットに影響を及ぼしてき
ている。新型コロナの賃貸ビル事
業に対する影響や実態に関しては、
今後の調査により明らかにしていき

たい。ザイマックス総研では今後と
も、オフィスマーケットの動向やビ
ルオーナーの実態について調査研
究を続け、有益な情報を発信して
いくつもりである。

【謝辞】
今回のビルオーナーアンケートお

よび事例調査を行うにあたっては、
アンケートの回答とヒアリングに多
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した。また、（一財）日本ビルヂング
協会連合会様にもご協力頂きまし
た。心より感謝申し上げます。
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